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はじめに
　今回の原稿依頼を頂いた際に，昨年のある出来事が頭の中をかすめた。それはある患者が本学医科病院に
入院してから数日後の出来事だった。突然，新潟県警の担当者が訪れ，その患者の主治医と面会したいと申
し出があり状況がつかめぬまま担当医に連絡面会の段取りをつけた。数日後，本院の職員は，その患者が
最近近隣iの病院で起こした暴力事件に関する新聞記事に驚かされることとなった。記事によれば，深夜に
ナースコールで女性看護師を病室に呼んだ際に「来るのが遅い。顔を見て笑った。」，などと暴力的発言を繰
り返し病院から出て行こうとしたため，看護師が引き留めたところ「なぜ，言うことを聞かなければならな
い。謝れ。」などと言い，病院の廊下で女性看護師4人を約1時間にわたって土下座させたうえ，仲裁に
入った男性医師の顔を殴る行為に至った。この事件の記憶が鮮明なのは，近隣iの病院において医療職員への
暴力事件が起きたことと，この事件により逮捕される直前の患者が本学の病院に入院していたという事実を
病院の職員が知らなかったことに衝撃を受けたからである。病院の業務を適切に遂行するためには「医療安
全」や◇「院内感染防止」等，重要な情報を各職員が連携し，共有する事が重要であるとあらゆるマニュァル
に記載されているが，本件に関しては情報が共有されなかったのである。
患者態度の変化と「安心・安全」への期待
　医療相談は，我々が病院に勤務し始めた30年程前に比べると桁違いに増え，内容も診療内容だけにとどま
らず担当医を含む職員への不満，設備への不満等患者の病院に対するありとあらゆる不満や要望等多岐に
渡っている感がある。当時は，教授や経験年数の多い先生に診てほしいという要望はあったが，担当医を変
えてほしいといった相談等はほとんど無かった。これは，当時の社会的背景と病院の体制による面もある
が，担当医と患者間のトラブルなどはほとんど個々の診療科で対応しており，少なくとも組織的にそのよう
な問題を把握する事は無かった。ところが年々，患者の医療に対する意識が変化するとともに，病院・職員
への態度も変化し，患者自身が病院に対して感じた不満や要望を心の中に留めることなく，病院側に意思表
示することに躊躇しなくなったように感じる。
　このように時代ともに変化してきた患者の不満，要望だが，そもそも病院に対する不満や要望の根底に
は，病院に対する「安心・安全」という期待があることは間違いない。例えばここ数年増加したのは前述の
担当医を変えてほしいという相談である。当然，担当医も患者も人間である以上相性がある訳だが，ちょっ
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とした会話のすれ違いが発生するだけで担当医を変えてほしいという問題に発展してしまう。この根底には
信頼関係の破綻つまり患者側からの担当医に対する安心・安全という期待が崩壊した結果の意思表示とい
える。裏返せば患者がその病院を選択してその担当医の治療を受けるため通い続ける理由は「安心・安
全」という期待が満たされているからと考える。この期待が裏切られたとき，不満，要望は患者側の意識変
化にともない言葉や投書という形になるのだろう。
医療相談室設置の経緯と業務そして変化
　平成18年4月，本院に「医療相談室」が設置され，組織的な活動を開始した。
　医療相談室は，患者からの診療（医療安全，院内感染等含む），個人情報の取り扱い，臨床研修制度等に
係わる相談や苦情を，誠意を持って適正に対応，処理することを目的としており，以下の内容を業務として
いる。
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患者より申し出のあった相談，苦情への対応
本院に非がある場合の再発防止策等の提案
病院長への迅速な報告と病院科長会議と係わる委員会への報告書提出
相談や苦情の内容により，係わる委員会との連携
・「個人情報保護法」，「診療情報の提供等に関する指針」の遵守
必要に応じて顧問弁護士への報告，相談
1から6までの諸記録の作成と保管
医療関係教職員へのフィードバックと教育，指導
　翌19年β月の医療法改正（医療に係る安全管理のための指針）により，医療相談室の存在は病院にとって
法的にも必要不可欠なものとなった。
　本来，医療相談室とは上記の業務内容のごとく，患者の診療（診療内容や医療安全等）に係る事項や職員
の対応，設備等病院に対する不満，要望を受け，これらの問題を関係部署と協力して患者側の立場に立って
対処し，誤解によるものは誤解を解き，改善すべきところは改善し，場合によっては患者に理解を求め，同
様の問題が発生しないよう，その結果を院内にフィードバックしていく役割を担っている。文章にすれば数
行で説明できそしまうが，医療相談の難しいところは，設備的な問題は別として，診療等に関しての苦情，
相談があった場合，患者の申し出がはたして正しいものなのか，それとも勘違い，誤解によるものなのか，
一方的なわがままなのかがその時点では判断つきかねるため（先入観は極力排除），関係者への事情聴取等
調査（時系列を念頭に）を行い，客観的に判断し解決のためのアプローチを模索するところにある。しか
も，申し出があってから病院として何らかの対応をとるまでの時間を出来る限り短くしなければならない
し，その過程で1つでも対応を間違うと問題をより複雑にしてしまうこととなるため，精神的なプレツ
シャーも大きい。
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　医療相談室が設置されるまでは，ある程度問題がこじれてから事務方に苦情，相談があることが多く，解
決までに時間がかかり，結果として患者との信頼関係を再構築できなかったケースも少なくなかった。とこ
ろが医療相談室が設置されてからは，問題がこじれたり，長期化するケースが激減した。これは・決して医
療相談室担当の我々の問題解決能力が突出して優れている訳ではなく，要するに問題がこじれる前に医療相
談室が対応するケースが多くなったためと思われる。面白い事に，医療相談室の設置後は患者からの苦情，
相談よりも，個々の相談を記録に残す事が出来ないくらいに職員，特に歯科医師からの相談が急増した。こ
のつみ重ねにより，考えてもみなかった早期発見事案発生の回避という効果が現れた。つまり・期せずし
て患者の「安心・安全」という期待が崩壊する前に病院側から修復できるようになったと言える。このこと
により，医療相談室は相変わらず業務多忙であるものの，各事案に係る時間は大幅に短縮されるようになっ
た。
医療相談室の今後の展開
　現在，医療相談室は図1で示す流れで活動して
いる。ここで従来のいわゆる医療相談室の業務を
もう一度整理すると，「起こった事」に関する処
理が中心であり，せいぜい処理終了後に係る事案
を各部署にフィードバックすることに終始してい
た事に気づく。このような対応では，設備面等へ
の不満，要望については別として，職員への不満
が感情的なトラブルに発展した場合等，事が起
こってからの処理は困難な場合が多く，手遅れと
なってしまうことがある。可能であれば患者の苦
情や要望，各種トラブルに先手を打ち，事が起き
ないようにすることが出来ないであろうか。その
ためにはまずは情報の収集と共有がポイントとな
る。例えば，目の不自由な患者や足の不自由な患
者が4階の診療室で診療しているとの情報があれ
ば，1階で診療できないかと対応を考える。言葉
や態度が非常に粗暴な患者がいて他の患者が怖
がっているとの情報があれば，予約時間に合わせ
て待合室の守衛の巡回を増やし，待合室での待機
時間を減らして，ユニット内へ早めに誘導するな
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150　歯学98春季特集号：i48－151，　2011
　　　医療相談
（投書・窓口・担当職員）
　　↓
華
院務部長陣醗響琴
「安心・安全』
畢
　医療相談室
●当言亥‡旦当者力、ら事‡青聴取
　　情報の共有と
　　対応策の協議
●個火情報管理委員会
●医療安全推進委員会
●院内感染防th対策委員会
・患者サーti’ス向i委員会
●歯科医師臨床研修
　　　　指導歯科医委員会
嬰
●直接対応
畢FB
科長会議
　畢B
図2　医療相談フローチャート改訂版
どの工夫をする。また，その患者の情報は診療室だけではなく，会計受付や薬局，放射線科，夜間来院の可
能性があれば病棟にも伝達する等，情報の共有等によりいろいろな対応策が考えられる。
　事前の情報伝達が無ければ，前述の体の不自由な患者から診療室変更の要望が出るまで放置してしまうこ
ととなるだろう。粗暴な患者については，他の一般患者に迷惑をかけ続けてしまい，場合によっては暴力事件
へ発展するかもしれない。この情報の収集と共有の核になるのがこれからの医療相談室ではないだろうか。
　今年度，院内に患者サービス向上委員会を設置し，患者のニーズを調査することが進められている。調査
した結果は，病院内の全ての部署で「情報」として共有することとなるであろうが，その対応は簡単ではな
い。設備面に対する案件であれば，一部の部署で建物の構造や費用等の条件のもとその実行の可否を含め対
応できるだろう。しかし，職員や診療の流れ等システムに対する希望，要望，不満は病院全体の問題とな
る。このような問題の場合には，図2のように職員の意見や院内の関連部門および各種委員会が連携して結
論を導き出していくことが必要となる。その際院内で唯一患者側の視点に立って提案を行なうことができ
るのが医療相談室であり，これこそが患者にとっての「安心・安全」の最後の砦となるものと自負してい
る。
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